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例年本誌の 9 月号は防災に関する
特集をしています。東日本大震災か
ら 500 日以上経過し，これからの国
土の防災など日本列島の強靭化につ
いて学会や行政，政策でも意見や提
言が取りざたされております。社会
資本が強固で安全でないと自然災害
から国民の生活を守ることは出来ま
せん。大自然の力に強靭に対抗する
社会資本，いち早く危険を察知する
システム，そして全員の避難を可能
にするシステム，また大自然の強大
な力をしなやかにいなす設備など，
英知を集めた技術を使って社会基盤
を構築，整備することで社会生活の
安全・安心を確保出来るわけで，安
全・安心な生活は，国の基本である
と思います。私共の協会は，国民生
活の安全・安心を支える社会基盤を
構築し，整備に携わっている会社が
集まっており，防災を踏まえた社会
基盤の強靭化へのお手伝いが出来れ
ばと思っております。

さて，今月号の巻頭言は，国土と
社会，歴史を考察し続けておられる
国土学アナリスト（財団法人　国土
技術研究センター理事長）の大石久
和様にお願いいたしました。災害大
国である我が国にとって非常時モー
ドの規定が必要なことに言及されて

います。
行政情報では，気象庁から津波警

報の表現を改善して来年 3 月から運
用を開始する警報情報文についての
概要を掲載しました。

技術報文では，社会基盤としての
LNG ガスタンク設備や水道管路の
耐震構造，地中構造物の耐震補強工
法，杭頭の絶縁免震工法，地盤の液
状化対策工法について解説されてい
ます。防災関係の報文では，社会施
設としての鉄道駅の火災と排煙対
策，高知県における堤防の耐震・津
波対策についての報告，また津波を
察知する，GPS を搭載した津波計
測ブイについて執筆いただきまし
た。数少ない建築関係で，社会基盤
としての病院を供用しながら下部免
震化構造にした岐阜市民病院の施工
事例を紹介しています。

安全で安心な社会生活を確保する
ために多種多様な技術が開発され実
用化しています。それぞれが機能を
発揮して，またその機能を維持して
いく努力が継続されていくことが国
民生活の安心を担保することになる
と思います。これらの報文が少しで
も参考になれば幸いです。お忙しい
中，快く執筆依頼を引き受け，寄稿
していただいた皆様にこの場を借り
て厚く御礼申し上げます。

� （安川・京免）

10 月号「海洋と海岸施設」予告
・浮体式洋上風力発電施設の普及促進　安全確保のため技術基準を制定
・漁港漁場整備長期計画（平成 24 ～ 28 年度）の概要
・海洋工事の多様なニーズに応える多目的自航式起重機船　多目的自航式起重機船 CP-5001
・法面浚渫用バケットの開発
・ケーソン無人化据付システムの運用とその評価
・広範囲に杭を保持するパイルキーパー装置　着脱式ワイドキーパー
・CCb による桟橋補強
・‌�一重締切により河川を切り回しながら汐止堰を構築　斐伊川沿岸農業水利事業 平田船川汐止堰

建設工事
・自立航行型無人測量ボートによる深浅測量
・塗装工事における設計・施工の留意点　海岸近くの道路橋への Rc ─Ⅰ塗装系の適用
・三次元 VOF 法による津波シミュレーション
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